
様式第19号 

税関係証明書交付・閲覧申請書 
  四国中央市長 様                                           年  月  日 

✐太ワクの中をお書きください。 

窓口に来た人 

住 所 

□四国中央市 

 

 

電話

番号 
 

氏 名 

ふりがな 
生年

月日 

 

 

年   月   日生 
  

  本人確認させていただきます。 

        □運転免許証 □パスポート □個人番号カード □住基カード（写真付） □保険証（国・社・後・ ） □質問 □その他（    ） 

必 要 な 人 

住 所 

( 所 在 地 ) 

□同上 
必要な人との関係 

氏 名 

( 法 人 名 ) 

ふりがな 1 本人・同一世帯の親族 

2 その他の人〔続柄   〕 □同上 

 

 使用目的 

生 年 月 日 
□同上 

    年     月    日生 

のため 

へ提出 

 

 必要な項目の□欄にレ印を入れてください。 

証

明

事

項 

□軽 自 動 車 税 証 明 書 ※ 
標識番号(愛媛        ) □納税証明書(継続検査用) □標識交付証明書(再交付) 

□記載事項変更証明書   □廃車証明書(再交付) 通 

□納 税 証 明 書 ※ 
□未納がない証明書 □未納がない証明書(市営住宅用)   通 

□市県民税 □法人市民税 □固定資産税 □軽自動車税     年度 通 

□所 得 ・ 課 税 証 明 書 

 

(市 県 民 税) 

※ 

□所得証明書(個人)〔収入額のみ〕  □所得証明書(世帯) 

□所得・課税証明書(個人)〔税額記載〕□所得・課税証明書(世帯) 

□非課税証明書 

□児童手当用証明書         □奨学金用所得証明書 

□児童扶養手当用証明書       □保育所入所用課税証明書 

□所得証明書(年金用)        □所得証明書(市営住宅用) 

    年分 

(所得証明) 

    年度 

(課税証明) 

通 

□そ の 他 ※ 
□狩猟用証明書 □営業証明書(法人) □営業証明書(個人)  □非課税証明書(3税非課税用) 

□酒類販売証明書          □その他(            ) 通 

固 定 資 産 関 係 

□固定資産評価額証明書 ※ (評価額のみ) 通 

□固定資産公課証明書 ※ (評価額・課税標準額・税相当額) 通 

□固定資産無資産証明書 ※  通 

□固 定 資 産 課 税 台 帳 ※ (償却資産課税台帳) 通 

□公 図 (写 し) 

必要な物件の

所 在 

四国中央市 通 

□建 物 滅 失 証 明 書 通 

□土地所有(車庫)証明書 通 

□住 宅 用 家 屋 証 明 書 通 

□固定資産登録事項証明書 通 

 

閲
覧
事
項 

□固 定 資 産 課 税 台 帳 ※ 
必 要 な 人 

□同上 

 

閲
覧
場
所 

四国中央市 

□市庁 

□川之江窓口

センター 

□土居窓口セ

ンター 

□新宮窓口セ

ンター 件 

□名 寄 帳 ※ 

□土 地 登 記 事 項 簿 

必要な物件の

所 在 

四国中央市 

□旧 土 地 台 帳 

□公 図 

□そ の 他 

 ※ の証明については、原則本人と同一世帯の親族以外（代理人）は委任状が必要です。 

なお、固定資産関係についてのみ、同一世帯の親族であっても誓約書が必要です。ただし、委任状がある場合は誓約書は不要です。 

裏面の委任状及び誓約書をご利用ください。 

処 理 欄 

作成者 合 計 レジNo. 

  
件 円 No. 

（表） 



（裏） 

 ※ の証明については、原則本人と同一世帯の親族以外（代理人）は委任状が必要です。 

なお、固定資産関係についてのみ、同一世帯の親族であっても誓約書が必要です。ただし、委任状がある場合は誓約書は不要です。 

委 任 状 

 

  四国中央市長 様 

 

 私は、窓口に来た人を代理人と定め、交付申請の権限を委任します。 

 

(委任者) 住 所 

 

氏 名 

 

（氏名は、委任者が自署してください。） 

 

生年月日       年     月     日生 

 

電話番号 

 

誓 約 書 

 

  四国中央市長 様 

 

 私は、必要な人とは同一世帯の親族であり、本人の同意を得ています。 

 

住 所 

 

氏 名                             

 

生年月日       年     月     日生 

 

電話番号 

注 真実のみを記入してください。偽りその他不正な手段で証明書交付を受けた場合は、法により罰せられます。 


